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東日本大震災から10年目、そして新型コロナウィルス感染症の拡大がいつ収
束するのか不透明なこの3月、公益財団法人日本女性学習財団は設立80周年の節
目を迎えます。
10年前の原発事故も、今回のコロナ災害も目に見えない不安・恐怖という点で

共通しています。原発事故の後始末には膨大な時間がかかりますが、それでも一
歩ずつは解決に近づくと考えたいものです。コロナ災害は、容易に収束の見通し
がつきません。どちらの災害も、一応の収束をみたとしても元の社会には戻れま
せんし、元と同じ社会をめざしたのではいけないでしょう。原発に頼らないエネ
ルギー源を考えたとき、私たち自身の生活を変えなければならないと気づいたの
でした。昨年来の事態は、効率を求め、経済的繁栄をめざし、都市化を進めてき
た道が間違っていたことを、私たちにつきつけました。これを機に、進むべき方
向を見直し、持続可能な社会に向け再出発しなければなりません。2015年に定め
られた SDGs（持続可能な開発目標）の達成期限まであと10年しかありません。
コロナ災害はもともとあった男女の格差や女性の人権侵害などを、より鮮明に

しました。SDGs の大きな核であるジェンダー平等のゴールに関しては、ほかの
多くのゴールのターゲットが2030年までと期限を切っている中で、時限が書い
てありません。これは30年までとは言っていられず、すぐに着手すべきだからだ
ということです。しかし日本の政治の取組は、この問題に関してほんとうに悠長
です。若い世代にとっては、これからの自分たちの生きる社会をどうすべきなの
かは、切実な問題です。上の世代が経験し学んできたことを着実に若い世代に伝
えるとともに、若い世代の方たちからの発信を受け止めていくことが必要です。
80周年を迎えた財団も、今年はポストコロナの社会に向けての再出発の年と

し、世代を超えた対話の場を含め、学び合う場をさらにつくっていきたいと思い
ます。

経験に学び未来を拓く
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